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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第128期
第１四半期
累計期間

第129期
第１四半期
累計期間

第128期

会計期間

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成23年
10月１日
至平成23年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成23年
９月30日

営業収益（千円） 1,349,7731,212,0514,990,072

経常利益（千円） 104,267 51,559 407,123

四半期（当期）純利益（千円） 46,398 179,652 248,030

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － －

資本金（千円） 4,340,550　 4,340,550　 4,340,550

発行済株式総数（株） 14,040,000　 14,040,000　 14,040,000

純資産額（千円） 6,995,5897,286,9697,173,047

総資産額（千円） 24,169,30624,228,92824,045,569

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
3.32 12.84 17.73

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

１株当たり配当額（円） － － 5.0

自己資本比率（％） 28.9 30.1 29.8

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。

２. 営業収益には、消費税等は含まれておりません。　

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。　

２【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社

における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 (1）業績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響で厳しい状況が続き、海外経済の減速や円高

の影響もあって、企業収益は減少、雇用情勢は厳しいままで、個人消費も低調に推移しました。また原子力発電所事

故の風評被害も続きました。

このような状況下、当社は早期に震災前の利益水準に復すべく、各事業とも施策を強化し増収を目指しましたが、

保険事業が増収となった以外は、各事業とも前年比減収となりました。一方原価は、不動産事業が前年を上回った他

は、増収になった保険事業も含め、前年比減少しました。

この結果、当第１四半期累計期間の経営成績は、営業収益が全体で1,212百万円（前年同四半期比137百万円減）、

営業原価は1,058百万円（前年同四半期比82百万円減）、一般管理費は132百万円（前年同四半期比2百万円減）と

なり、営業利益は21百万円（前年同四半期比52百万円減）となりました。

マーケットからのゴルフ会員権買取りに伴う消却益は34百万円とほぼ前年並みで、経常利益は51百万円（前年同

四半期比52百万円減）となりました。さらに平成23年３月11日から平成23年８月31日迄の期間の風評被害等に対す

る東京電力からの補償金254百万円を特別利益に計上したため、税引後の四半期純利益は179百万円（前年同四半期

比133百万円増）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①保険事業

生命保険分野は苦戦しましたが、代理店事業譲り受けの効果と新規契約の増加により損害保険分野が増収とな

り、営業収益は214百万円（前年同四半期比3.1％増）となりました。営業原価はのれん償却の減少により前年を下

回り、営業総利益は45百万円（前年同四半期比38.5％増）となりました。

②不動産事業

12月にテナントの新規入居もありましたが、一部空室状況の継続と平均賃料の低下により、営業収益は390百万円

（前年同四半期比2.4％減）となりました。営業原価は修繕費、支払手数料等の増加により前年を上回り、営業総利

益は149百万円（前年同四半期比11.0％減）となりました。

③乳業事業

ギフトと牛乳等の売上低調により、営業収益は187百万円（前年同四半期比14.2％減）となりました。営業原価も

減少しましたが、営業総損失は26百万円（前年同四半期比4百万円悪化）となりました。

④観光事業

10月以降も原子力発電所事故の影響で来場者数が回復せず、営業収益は218百万円（前年同四半期比22.7％減）

となりました。来場者の減少に対応して営業時間の短縮、アルバイトの削減等の施策を講じ、営業原価は前年を下回

りましたが、営業総利益は14百万円（前年同四半期比51.4％減）となりました。

⑤ゴルフ事業　

期間限定特別料金を設定する等して来場客の誘致に努めましたが、首都圏からの来場客が回復せず、単価下落も

あって、営業収益は201百万円（前年同四半期比16.4％減）となりました。営業原価は、固定費の割合が大きいため

小幅な減少に止まり、営業総損失は29百万円（前年同四半期は0.4百万円の利益）となりました。

(2）財政状態の分析

当第１四半期会計期間末における総資産は、東京電力からの補償金の入金による現金及び預金の増加を主因に、

前事業年度末に比較して183百万円増加しました。

負債は、未払法人税等の増加を主因に、前事業年度末に比較して69百万円増加しました。

純資産は、四半期純利益の計上を主因に前事業年度末に比較して113百万円増加しました。自己資本比率は30.1％

と前事業年度末に比較して0.3ポイント改善しました。 
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(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

(4）研究開発活動

特記すべき事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 37,200,000

計 37,200,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年２月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,040,000 14,040,000

大阪証券取引所　

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数1,000株

計 14,040,000 14,040,000 ― ―

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金
増減額
(千円)

資本金残高
　

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

　平成23年10月１日～

  平成23年12月31日
－ 14,040 － 4,340,550 －　 527,052

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成23年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式     51,000
― 単元株式数1,000株

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,887,000 13,887 同上

単元未満株式 普通株式    102,000 ― ―

発行済株式総数 14,040,000 ― ―

総株主の議決権 ― 13,887 ―

（注）「単元未満株式」欄には当社保有の自己株式875株が含まれております。

②【自己株式等】

 平成23年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の
合計
（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合
（％）

（自己保有株式）ホ

ウライ株式会社

東京都中央区

銀座6-14-5
51,000 ― 51,000 0.36

計 ― 51,000 ― 51,000 0.36

２【役員の状況】

該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成23年10月１日から平成23年

12月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成23年10月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成23年９月30日)

当第１四半期会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※
 3,063,962

※
 3,391,856

受取手形及び売掛金 337,926 300,218

商品及び製品 118,296 109,419

仕掛品 4,421 15,817

原材料及び貯蔵品 72,536 71,997

その他 130,584 118,977

貸倒引当金 △88 △85

流動資産合計 3,727,639 4,008,202

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 4,000,725 3,951,445

土地 7,056,555 7,056,555

コース勘定 4,834,505 4,834,505

その他（純額） 1,187,702 1,187,986

有形固定資産合計 17,079,489 17,030,493

無形固定資産 110,951 102,661

投資その他の資産

保険積立金 2,214,195 2,180,052

その他 936,293 930,518

貸倒引当金 △23,000 △23,000

投資その他の資産合計 3,127,489 3,087,570

固定資産合計 20,317,929 20,220,725

資産合計 24,045,569 24,228,928

負債の部

流動負債

買掛金 68,085 61,961

1年内償還予定の社債 1,750,000 1,750,000

未払法人税等 5,261 122,167

引当金 34,522 13,675

その他 614,473 598,617

流動負債合計 2,472,343 2,546,421

固定負債

長期預り保証金 14,231,850 14,217,930

引当金 122,190 131,436

資産除去債務 41,946 42,141

その他 4,190 4,027

固定負債合計 14,400,177 14,395,537

負債合計 16,872,521 16,941,959
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（単位：千円）

前事業年度
(平成23年９月30日)

当第１四半期会計期間
(平成23年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,340,550 4,340,550

資本剰余金 527,052 527,052

利益剰余金 2,292,385 2,402,097

自己株式 △13,294 △13,328

株主資本合計 7,146,693 7,256,371

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 26,354 30,597

評価・換算差額等合計 26,354 30,597

純資産合計 7,173,047 7,286,969

負債純資産合計 24,045,569 24,228,928
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

当第１四半期累計期間
(自　平成23年10月１日
　至　平成23年12月31日)

営業収益 1,349,773 1,212,051

営業原価 1,140,299 1,058,195

営業総利益 209,474 153,855

一般管理費 135,141 132,324

営業利益 74,332 21,531

営業外収益

受取利息 269 217

受取配当金 1,659 1,937

会員権消却益 32,130 34,266

その他 9,088 5,367

営業外収益合計 43,148 41,789

営業外費用

支払利息 6,275 6,030

支払保証料 2,830 2,677

乳牛除売却損 2,741 1,910

その他 1,366 1,143

営業外費用合計 13,213 11,761

経常利益 104,267 51,559

特別利益

受取補償金 － ※
 254,069

特別利益合計 － 254,069

特別損失

固定資産除売却損 560 474

投資有価証券評価損 8,680 －

災害による損失 － 3,774

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 14,721 －

特別損失合計 23,962 4,249

税引前四半期純利益 80,304 301,379

法人税、住民税及び事業税 17,559 117,286

法人税等調整額 16,346 4,440

法人税等合計 33,906 121,727

四半期純利益 46,398 179,652
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【会計方針の変更等】

該当事項はありません。

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

【追加情報】

当第１四半期累計期間
（自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

  当第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（企業会計基準第24号  平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日）を適用しております。

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

前事業年度
（平成23年９月30日）

当第１四半期会計期間
（平成23年12月31日）

※　現金及び預金

現金及び預金のうち保険会社勘定に見合うもの

240,797千円は、当社が損害保険代理店として、保険契

約者より領収した損害保険料を損害保険会社に納付す

るまでの一時預り金であり、資金使途が制限されてお

り専用口座に別途保管しております。

※　現金及び預金

　現金及び預金のうち保険会社勘定に見合うもの

134,026千円は、当社が損害保険代理店として、保険契

約者より領収した損害保険料を損害保険会社に納付す

るまでの一時預り金であり、資金使途が制限されてお

り専用口座に別途保管しております。

（四半期損益計算書関係）

前第1四半期累計期間
（自  平成22年10月１日  
   至  平成22年12月31日）

当第１四半期累計期間
（自  平成23年10月１日   
  至  平成23年12月31日）

― ※　受取補償金

　平成23年３月11日から平成23年８月31日迄の期間の

風評被害等に対する東京電力からの補償金でありま

す。

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりであ

ります。

（単位：千円）　

前第１四半期累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成23年10月１日
至　平成23年12月31日）

減価償却費 89,570

のれんの償却額 26,902
　

減価償却費 92,155

のれんの償却額 506
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

  配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年12月17日

定時株主総会
普通株式 69,947 5  平成22年９月30日 平成22年12月20日利益剰余金

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成23年10月１日　至　平成23年12月31日）

  配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年12月16日

定時株主総会
普通株式 69,940 5  平成23年９月30日 平成23年12月19日利益剰余金

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自平成22年10月１日 至平成22年12月31日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報　

（単位：千円）

 

報告セグメント
調整額

(注)１　

四半期損益

計算書計上

額

(注)２　
保険事業

不動産事
業

乳業事業 観光事業
ゴルフ
事業

計

営業収益         

外部顧客への営業収

益
208,351400,136218,229　 282,339240,7171,349,773－ 1,349,773

セグメント間の内部
営業収益又は振替高

－ － 24,801 － － 24,801△24,801 －

計 208,351400,136243,030282,339240,7171,374,575△24,8011,349,773

セグメント利益又は損

失（△）
32,728167,491△21,78230,560 475 209,474△135,14174,332

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△135,141千円は、各報告セグメントに配分していない

全社費用であります。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第１四半期累計期間（自平成23年10月１日 至平成23年12月31日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報　

（単位：千円）

 

報告セグメント
調整額

(注)１　

四半期損益

計算書計上

額

(注)２　
保険事業

不動産事
業

乳業事業 観光事業
ゴルフ
事業

計

営業収益         

外部顧客への営業収

益
214,828390,625187,277　 218,153201,1661,212,051－ 1,212,051

セグメント間の内部
営業収益又は振替高

－ － 20,781 － － 20,781△20,781 －

計 214,828390,625208,058218,153201,1661,232,832△20,7811,212,051

セグメント利益又は損

失（△）
45,335149,102△26,43414,851△29,000153,855△132,32421,531

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△132,324千円は、各報告セグメントに配分していない

全社費用であります。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成23年10月１日
至　平成23年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 3円32銭 12円84銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 46,398 179,652

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 46,398 179,652

普通株式の期中平均株式数（千株） 13,989 13,988

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年２月８日

ホウライ株式会社

  取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 御子柴　顯　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山田　  努  　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているホウライ株式会社

の平成23年10月１日から平成24年９月30日までの第129期事業年度の第１四半期会計期間（平成23年10月１日から平成23

年12月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成23年10月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半

期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ホウライ株式会社の平成23年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する

第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

ホウライ株式会社(E04691)

四半期報告書

15/15


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期財務諸表
	（１）四半期貸借対照表
	（２）四半期損益計算書
	第１四半期累計期間
	会計方針の変更等
	四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	追加情報
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

